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第 59 期 決算公告  

（会社法第 440 条第１項に基づく決算公告）  
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貸 借 対 照 表  

損 益 計 算 書  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

川崎近海汽船株式会社



計算書類

（単位：千円）

金 額 金 額

貸　借　対　照　表

（2025年３月31日現在）

科 目 科 目

22,384,749

現 金 及 び 預 金 4,734,095

海 運 業 未 収 金 4,363,646

契 約 資 産 85,024

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 11,419,694

立 替 金 254,255

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,089,691

繰 延 及 び 前 払 費 用 315,555

代 理 店 債 権 42,156

リ ー ス 投 資 資 産 87,362

そ の 他 72,868

貸 倒 引 当 金 △ 79,600

30,408,052

11,364,273

船 舶 9,717,788

建 物 173,209

構 築 物 12,148

器 具 及 び 備 品 109,466

土 地 1,002,041

リ ー ス 資 産 25,620

建 設 仮 勘 定 323,281

そ の 他 715

319,589

借 地 権 363

ソ フ ト ウ エ ア 318,647

電 話 加 入 権 520

そ の 他 58

18,724,190

投 資 有 価 証 券 6,527,239

関 係 会 社 株 式 2,191,197

従 業 員 長 期 貸 付 金 8,995

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 7,808,165

長 期 前 払 費 用 75,496

前 払 年 金 費 用 440,372

敷 金 及 び 保 証 金 395,205

リ ー ス 投 資 資 産 1,354,507

そ の 他 142,806

貸 倒 引 当 金 △ 219,797

52,792,802

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

固 定 資 産

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

8,177,607

3,640,595

1,021,200

55,155

787,646

44,217

721,814

279,257

328,673

731

784,186

236,267

228,862

49,000

3,549,858

1,975,000

117,241

22,230

791,417

55,171

29,723

516,073

43,000

11,727,465

38,429,707

2,368,650

1,245,615

1,245,615

34,815,442

321,703

34,493,738

新 造 船 建 造 積 立 金 3,000,000

別 途 積 立 金 18,200,000

繰 越 利 益 剰 余 金 13,293,738

2,635,630

691,312

1,822,376

121,941

41,065,337

52,792,802

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

代 理 店 債 務

( 純 資 産 の 部 )

資 本 金

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

株 主 資 本

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

契 約 負 債

前 受 金

預 り 金

未 払 金

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

海 運 業 未 払 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務
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40,632,022

4,448,619

329,023 45,409,665

18,449,357

6,686,874

11,154,675

220,701 36,511,608

8,898,057

3,201

823

2,378

8,900,435

3,537,338

5,363,097

119,800

53,430

3,570

68,085

52,650 297,537

25,203

37,525

74,400

5,486 142,615

5,518,019

5,518,019

1,683,623

△   29,164 1,654,459

3,863,559

匿 名 組 合 投 資 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他

支 払 利 息

匿 名 組 合 投 資 損 失

そ の 他

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

経 常 利 益

  損  益  計  算  書  

 （  2024年４月１日から2025年３月31日まで ）

貸 船 料

そ の 他 海 運 業 収 益

為 替 差 益

営 業 利 益

　　　　　　（単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

海 運 業 収 益

一 般 管 理 費

運 賃

海 運 業 費 用

運 航 費

船 費

借 船 料

そ の 他 海 運 業 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

海 運 業 利 益

そ の 他 事 業 収 益

そ の 他 事 業 費 用

そ の 他 事 業 利 益

営 業 総 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

営 業 外 費 用
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 株主資本等変動計算書

（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
                      （単位:千円）

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

-

-

-

2,368,650 1,245,615 1,245,615 321,703 18,200,000

- - - -

18,200,000当期首残高 2,368,650 1,245,615 1,245,615 321,703

当期末残高

当期変動額合計

　利　益　剰　余　金

そ　の　他　利　益　剰　余　金

3,000,000

-

3,000,000

新造船建造積立金 別途積立金

資　　本　　金

資本準備金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金

当期変動額

-

株　　　主　　　資　　　本

資　本　剰　余　金

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期末残高

当期変動額合計

株　　主　　資　　本

評　価　･　換　算　差　額　等

純 資 産 合 計

利　益　剰　余　金

株 主 資 本

合　  　　計
その他利益剰余金

利 益 剰 余 金

合　　     　　計

その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価

差　額　金

評価 ・ 換算

差額等合計
繰越利益剰余金

123,543         3,046,958 38,044,615    

当期変動額

当期首残高 9,861,688 31,383,391 34,997,656 640,787 2,282,627

13,293,738 34,815,442 38,429,707 691,312 1,822,376 121,941 2,635,630 41,065,337

△ 431,509 △ 431,509 △ 431,509 △ 431,509

3,863,559 3,863,559 3,863,559 3,863,559

- - 50,524 △ 460,251 △ 1,601 △ 411,328 △ 411,328

3,432,050 3,432,050 3,432,050 50,524 △ 460,251 △ 1,601 △ 411,328 3,020,722
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個別注記表 
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．資産の評価基準及び評価方法 
  (1) 有価証券:その他有価証券 

     ・市場価格のない株式等以外のもの   
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
 

     ・市場価格のない株式等   
移動平均法に基づく原価法によっております。なお、匿名組合出資金については、

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で出資金
として計上し、組合の営業により獲得した損益の持分相当額を損益として計上してお
ります。 

 
(2) 棚 卸 資 産 ： 主として先入先出法に基づく原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）によっております。 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く ) 

： 定率法によっております。ただし、一部の船舶及び1998年４月１
日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主と
して法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

(2) 無 形 固 定 資 産 
(リース資産を除く ) 

： 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアは、社
内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

(3) リ ー ス 資 産 ： 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用
しております。 

  
３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 ： 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 ： 従業員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当
事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 ： 役員の賞与の支払いに充てるため、将来の支給見込額のうち当事
業年度の負担額を計上しております。 

 
(4) 退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
① 退職給付見込額の期間帰属方法 
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。 
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（11年）による定額法により費用処理すること
としております。 
 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）による定額法によ
り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。 

(5) 特別修繕引当金 ： 船舶の定期検査に要する修繕費の支払いに備えるため、将来の
修繕見積額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

  当社は、近海地域における一般貨物船による海上輸送並びに、内航船及びフェリーによ
る国内海上輸送を行う事を主たる業務としております。    
原則として航海が進むにつれ一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断している

ことから、航海の経過日数に基づき収益を計上しています。 
なお内航部門においては、経過日数に基づき計上を行った際の影響額が僅少な為、引き

続き一時点で収益を認識する基準にて収益計上を行っております。  
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引き額等を

控除した金額で算定しております。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、
別途定める支払条件により概ね１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりま
せん。 

  

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の 

  方法 

： 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップのうち

特例処理の要件を満たしているものについては、特例処理を採用

しております｡ 

② ヘッジ手段と 

  ヘッジ対象 

： ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引 

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金の利息 
 

③ ヘッジ方針 ： 財務上のリスク管理対策の一環として外貨建予定取引の為替変動

リスク及び借入金の金利変動リスク軽減のためにデリバティブ取

引を行っております。 

④ ヘッジの有効性 

  評価の方法 

： ヘッジの開始時から有効性判定までの期間において、ヘッジ対象

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の

それとを比較し、両者の変動額等を基礎にして判定しております。

なお、為替予約取引は為替予約と外貨建予定取引に関する重要な

条件が同一であるため、ヘッジの有効性の判定を省略しておりま

す。また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

しているものは、ヘッジの有効性の判定を省略しております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

船舶 6,881,463千円 

(2) 担保に係る債務 

短期借入金 (1年内返済予定の長期借入金を含む) 871,200千円 

長期借入金 1,725,000千円 

合 計 2,596,200千円 
  

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

 

31,560,820千円 

 

 

 

３．保証債務の明細 

  関係会社の銀行借入に対する債務保証を次のとおり行っております。 

SENTOSA LINE S.A. 738,000千円 

CARAVEL LINE S.A. 91,800千円 

BINTANG LINE S.A. 74,400千円 

MIMOSA LINE S.A. 2,353,650千円 

LUNDU LINE S.A. 2,400,000千円 

KAGAYAKI LINE S.A. 1,932,000千円 

合 計 7,589,850千円 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く） 

(1) 短期金銭債権 133,753千円 

(2) 長期金銭債権 1,241,218千円 

(3) 短期金銭債務 1,047,104千円 

(4) 長期金銭債務 144,727千円 

 

５．土地再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年(1998年)３月31日公布法律第34号）及び土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成13年(2001年)３月31日公布法律第19号）

に基づき、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。 

 なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平

成11年(1999年)３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額

を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年(1998年)３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税法（平成３年(1991年)法律第69号）第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定しておりま

す。 

再評価を行った年月日 2002年３月31日 

再評価を行った土地の期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 

△312,481千円 
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６．圧縮記帳額 

国庫補助金等の受け入れにより有形固定資産の取得価額から直接減額された圧縮 

記帳額は、次のとおりであります。 

船舶 362,178千円 

 

 
 

〔損益計算書に関する注記〕 

関係会社との取引高 

(1) 営業取引による取引高 

営業収益 1,568,664千円 

営業費用 5,825,748千円 
 

(2) 営業取引以外の取引高  
 

営業外収益 121,542千円 
 

 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 

  

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 2,935,439株 ―株 ―株 2,935,439株 

 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当支払額 

決  議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当金 基準日 効力発生日 

2024年６月17日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 431,509千円 147円00銭 2024年３月31日 2024年６月18日 

 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決  議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当金 基準日 効力発生日 

2025年６月16日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,200,007千円 408円80銭 2025年３月31日 2025年６月17日 
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〔税効果会計に関する注記〕 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産)   

賞与引当金 68,887 千円 

未払事業税 46,361 千円 

長期未払金 6,891 千円 

退職給付引当金 9,214 千円 

特別修繕引当金 49,407 千円 

会員権評価損 68,265 千円 

投資有価証券評価損 24,648 千円 

関係会社株式評価損 75,723 千円 

貸倒引当金 96,407 千円 

資産除去債務 29,712 千円 

減損損失 86,292 千円 

その他 115,175 千円 

繰延税金資産 小計 676,989 千円 

評価性引当額 △233,901 千円 

繰延税金資産 合計 443,087 千円 

   

（繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 △277,685 千円 

前払年金費用 △136,515 千円 

繰延ヘッジ損益 △818,748 千円 

その他 △1,555 千円 

繰延税金負債 合計 △1,234,505 千円 

繰延税金資産（負債）の純額 △791,417 千円 
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〔金融商品に関する注記〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については設備投資

計画等に照らして、金融市場の情勢や資金繰り等を勘案しながら都度決定しておりますが、主として

銀行等の金融機関からの借入によっております。 
 受取手形、営業未収入金及び契約資産、短期貸付金に係る顧客等の信用リスクは、取引先信用状況の

定期的なモニタリング及び未収管理システム等による期日、残高管理によりリスク低減を図っており

ます。外貨建て営業債権に係る為替変動リスクは、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジ

ションについてデリバティブ取引（先物為替予約取引）を利用してリスク低減を図っております。ま

た、投資有価証券である株式は主に上場株式であり、四半期ごとに把握された時価が取締役会に報告

されております。 
 借入金の使途は主として運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクを低減するためデリバティブ取引（金利スワップ）を行っております。 
 デリバティブ取引は社内規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

 2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、注記を省略しております。 
(単位：千円) 

  

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 海運業未収金及び契約資産 4,448,670 4,448,670 － 

② 関係会社短期貸付金  11,419,694 11,419,694 － 

③ 投資有価証券     

その他有価証券 1,378,466 1,378,466 － 

④ 関係会社長期貸付金 7,808,165 7,808,165 － 

資産計 25,054,997 25,054,997 － 

① 海運業未払金 3,640,595 3,640,595 － 

② 短期借入金 1,021,200 1,013,679 △7,520 

③ 長期借入金 1,975,000 1,957,464 △17,535 

負債計 6,636,795 6,611,738 △25,056 
 
(注1) 市場価格のない株式等は、「③投資有価証券」には含まれておりません。 

当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 
(単位：千円) 

  

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 706,568 
 

 

(注2) 貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を

省略しております。当該出資の貸借対照表計上額は5,135,179千円であります。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

 
 (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れておりま
せん。 

2. 債務保証については、子会社の船舶設備資金による銀行借入に対し当社が保証している債務で
あります。なお、保証料の支払い及び担保提供は受けておりません。  

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１株当たり純資産額 13,989円50銭 

１株当たり当期純利益  1,316円18銭 

 
 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

 

 

属性 会社等の名称
議決権等の

所有割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

親会社

川崎汽船㈱ 被所有

直接100％

グループ通算制度 グ ル ー プ 通 算 制 度

による通算税効果額

709,087 未払金 709,087

貸 付 金 の 回 収 86,092 貸付金

(短期及び長期)

647,676

受 取 利 息 6.219

貸 付 金 の 回 収 ― 貸付金

(短期及び長期)

635,000

受 取 利 息 5,884

債 務 保 証 738,000 ― ―

貸 付 金 の 回 収 126,364 貸付金

(短期及び長期)

1,081,081

受 取 利 息 10,305

貸 付 金 の 回 収 122,400 貸付金

(短期及び長期)

1,591,200

受 取 利 息 14,837

貸 付 金 の 回 収 ― 貸付金

(短期及び長期)

1,136,633

受 取 利 息 3,869

資 金 の 貸 付 1,136,633

債 務 保 証 2,353,650 ― ―

貸 付 金 の 回 収 ― 貸付金

(短期及び長期)

1,120,926

受 取 利 息 672

資 金 の 貸 付 1,120,926

債 務 保 証 2,400,000 ― ―

貸 付 金 の 回 収 ― 貸付金

(短期及び長期)

926,499

受 取 利 息 4,949

資 金 の 貸 付 926,499

債 務 保 証 1,932,000 ― ―

㈱オフショア・

オペレーション

所有

直接72.12％

役員の兼任

リース取引

貸 付 金 の 回 収 166,664 貸付金

(短期及び長期)

666,672

受 取 利 息 7,535

リース投資資産の回収 55,922 リース投資資産

(短期及び長期)

1,297,141

受 取 利 息 12,968

子会社

MIMOSA LINE S.A. 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

HELIOS LINE S.A. 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

ORCHID MARITIME

LINE S.A.

所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

旭汽船㈱ 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

SENTOSA LINE S.A. 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

LUNDU LINE S.A. 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船

KAGAYAKI LINE S.A. 所有

直接100％

役員の兼任

船舶の用船
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〔収益認識に関する注記〕 

（収益を理解するための基礎となる情報) 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりです。 

 

 
(注) 計算書類の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 


